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   令和３年度介護報酬改定に伴う居宅介護支援事業所における 

   逓減制の見直しに係る取扱いについて（通知） 

 

 時下、ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。 

 さて、このことについて、令和３年度介護報酬改定により一定のＩＣＴの活用又は

事務職員の配置がある事業者においては、逓減制の適用を受ける取扱件数の基準が見

直されたところです。 

 本市においては、事業所の人員配置基準として、利用者の数が３５又はその端数を

増すごとに介護支援専門員１人を配置することとしていますが、今般の逓減制の見直

しに伴い、下記のとおり取扱いを変更しますので、通知します。 

 

記 

 

１ 令和３年介護報酬改定の内容（下線が改正箇所） 

（１）改正前 

   介護支援専門員１人当たりの取扱件数が４０件以上の場合は４０件目から、６

０件以上の場合は６０件目から逓減制を適用し、それぞれ評価が低くなる。 

（２）改正後 

   一定のＩＣＴの活用又は事務職員の配置がある事業者においては、介護支援専

門員１人当たりの取扱件数が４５件以上の場合は４５件目から、６０件以上の場

合は６０件目から逓減制を適用し、それぞれ評価が低くなる。ただし、ＩＣＴの

活用等がない事業者にあっては、従前の基準と同様。 

 

２ 苫小牧市における人員基準の取扱い（下線が変更箇所） 

（１）変更前 

   利用者の数が３５又はその端数を増すごとに介護支援専門員１人を配置する

こと（当該介護支援専門員については、非常勤であることを妨げない。）。 

（２）変更後 

   ＩＣＴの活用等がある事業所においては、利用者の数が４０又はその端数を増

すごとに介護支援専門員１人を配置すること（当該介護支援専門員については、

非常勤であることを妨げない。）。ただし、ＩＣＴの活用等がない事業所において

は、従前と同様の配置とすること。 



 

３ 留意事項 

 ＩＣＴの活用等については、「情報通信機器等の活用等の体制」を「あり」として、

介護給付費算定に係る体制等に関する届出を行う必要があることに留意すること。 

 また、当該届出において添付する「情報通信機器等の活用等の体制に係る届出書（別

紙１０－５）」の記載に当たっては、活用するＩＣＴ機器の内容及び負担軽減が図ら

れる業務内容、事務職員が担当する業務等について、できるだけ詳細に記載すること。 
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